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[内容要旨] 
  

これからの賃金決定の主要な要素である仕事・能力に対する賃金相場の現状を明らかにし、企

業内外での労使の賃金決定、労働移動や転職における公正性と納得性の向上に資する新たな賃金

統計の作成とその社会的公開の方法を検討するために、平成 12 年度に調査方法の開発と課題の

整理を行った。本調査研究では、前年度に開発した調査方法の適用拡大と残された課題の検討を



進め、より実践的な方法として確立するために継続調査と検討を行った。前回調査ではシステム

エンジニア(SE)を、今回は営業職を調査することで、ホワイトカラーの代表的職務・職種が分析

されたことになる。 

 

(1) 調査研究の方法 

  

前年開発した職種別賃金相場把握方法により、次の 2 つのデータをアンケート調査によって

把握し、推定する。 

 

ⅰ)資格等級に対応する実在者の賃金（所定内）、 

ⅱ)職種別該当者の等級別人数分布の構成比 

 

○調査対象職種としては、前回調査で採用した基準（イ．一般企業にも広く存在する職種、ロ．

職種概念整理が比較的容易、ハ．データ活用の面での汎用性が高い）を用いて、営業・販売

職とした。なお、営業・販売職をその職務内容に応じ、次の 6 職種に区分した。 

 

ⅰ)セールスマネージャーⅠ、 

ⅱ)同Ⅱ、 

ⅲ)同Ⅲ、 

ⅳ)セールスマネージャーアシスタント、  

ⅴ)専門営業販売職、 

ⅵ)一般営業販売職 

 

○調査産業は営業・販売職を主力の労働力としているサービス・流通産業とした。 

 

(2) アンケート調査の結果と分析 

 

1) 調査対象企業の属性 

  

有効回答社数 38 社（回収率 15％）の構成は、百貨店（63%）とスーパーマーケット（37%）

の二つの業界を対象にしている。店舗数 18.5 店、売上高 1554 億円が平均企業像。平均従業員

数（非正社員含む）は 4175 人で、雇用形態別には、正社員比率 39％、非正社員比率 61％の構

成。非正社員が重要な戦力となっている。また正社員規模の大きい（2154 人）百貨店と、店舗

は多い（42.5 店）が正社員規模の小さい（776 人）スーパーマーケットという特徴がある。ま

た、非正社員依存の大きいスーパーマーケット（非正社員比率75％）と小さい百貨店（同55％）、

中高年比率の高い百貨店と低いスーパーマーケットという違いがある。学歴別には、百貨店（正

社員の大卒比率 39％）に比べスーパーマーケット（同 45％）が高学歴である。 

 

2) 営業販売分野の職種別賃金相場 

 



ⅰ) 営業販売職種の資格等級 

 資格等級数を 11 等級と仮定して、一般営業職は 3.7 等級、セールスマネージャーアシス

タントは 5 等級、セールスマネージャーⅢは 6.6 等級、同Ⅱは 8.0 等級、同Ⅰは 9.2 等級と

いう社内ランクが形成されており、専門職としての専門営業販売職は 6.3 等級に格付けされ

ている。 

 

ⅱ) 営業販売職種の賃金相場 

 職種別の所定内給与を職階に対応させると、一般営業販売職 213 千円、セールスマネージ

ャーアシスタント 278 千円、セールスマネージャーⅢ335 千円、同ⅡI,419 千円、同Ⅰ477

千円であり、エキスパートの専門営業販売職（318 千円）はセールスマネージャーアシスタ

ントとセールスマネージャーⅢの中間に位置づけられている。 

 

業態別に見ると、一般営業販売職と専門営業販売職については、百貨店に比べてスーパー

マーケットの所定内給与は高い。しかし、セールスマネージャーⅢ、同Ⅱ、同Ⅰといった管

理職レベルでは百貨店が高く、なかでも、セールスマネージャーⅡについては、スーパーマ

ーケットが 367 千円であるのに対して、百貨店は 442 千円となり、業態間格差は 75 千円と

大きい。賃金水準からみると、スーパーマーケットは営業販売の第一線社員を、百貨店は管

理職を重視する賃金決定方式をとっている。 

  

 


